
皆様、こんにちは。

この動画は、沖縄県教育庁学校人事課給与制度
班が作成した被評価者向けの研修動画です。

本研修では、人事評価結果の給与への反映、具
体的には勤勉手当と昇給への反映の概要について
御説明いたします。

各項目ごとにＱ＆Ａも紹介しますので、お手元にて
「教職員評価システムについてのＱ＆Ａ 給与制度」
も御準備ください。

※動画ではなく、（被評価者研修）コメント入りの紙
資料を読まれる方は、画像が不鮮明な部分があり
ますので、コメント無しの資料をお手元に御準備の
上、研修を受講してください。



沖縄県の学校現場では、平成１８年度から教職員評価システムが
実施されてきましたが、給与への反映は行われていませんでした。

一方、全国的には、地方分権により地方公共団体の役割が大きく
なり、地方公務員にはより高い能力と資質が求められるようになりま
した。

その結果、平成２６年に地方公務員法が改正され、従来の勤務評
定に代わり、面談や評価結果の開示による人材育成を重視した「人
事評価制度」が導入され、昇任や給与といった人事管理の基礎とし
て活用することが定められました。

人事評価結果の給与への反映が義務化されたことにより、本県で
は、平成２９年４月から昇給に、６月から勤勉手当に、人事評価結果
の給与への反映が始まりました。

【補足資料】人事評価～給与制度Ｑ＆Ａ～
給与制度の原則を知ろう！
問１ なぜ人事評価結果を給料へ反映（活用）させなければなら

ないのか
問２ 人事評価結果を給与へ反映することとなった法改正の経

緯は
問５ 生涯給与の差が大きくなる



まず、人事評価結果の「昇給」への反映方法につ
いて御説明します。

例年４月の定期昇給では、資質能力評価が反映
されます。

現在の昇給区分及び昇給号給数は、表にあると
おり、一般職で、上位から７号給、５号給、標準で４
号給昇給となっています。

また、人員分布率は、上位の昇給区分ＡＢの人数
枠です。例えば、一般職では全体の５％がＡの人数、
３０％がＢの人数枠となります。

【補足資料】人事評価～給与制度Ｑ＆Ａ～
問4 給与反映の開始で給与が以前より下がるの
ではないか



人員分布率への具体的な割当方法は、この図のとおりです。

ＳＳとＳの上位評価グループを相対化、すなわち個別評語
の評価を数値化して、順位付けを行います。順位の上位から、
昇給区分ＡＢに順に割り当てます。

しかし、人員分布率の表のとおり、上位ＡＢ枠には予算の上
限があります。

そのため、図の下の※印のとおり、上位者の数が昇給区分
ＡＢの人数枠より多い場合、順位が低い方は昇給区分Ｃとな
り、標準の４号給となります。

なお、標準以下の昇給区分には人数枠がないので、評価Ａ
ＢＣがそのまま昇給区分ＣＤＥに当てはめられます。

【補足資料】人事評価～給与制度Ｑ＆Ａ～
問10 上位評価は全て上位区分にできないの
問11 上位評価で標準になるとモチベーションが下がる
問12 順位付けの方法とは



次に、勤勉手当への反映について説明します。

勤勉手当には、役割達成評価が反映されます。

勤勉手当も昇給と同じく、評価結果の上位評価グ
ループを数値化して順位付けし、成績区分上位に
順に当てはめます。

人員分布率は「極めて良好」が５％、「特に良好」
が２５％の計３０％ですので、上位者が３０％より多
い場合、順位が低い方は標準の成績率となります。

【補足資料】人事評価～給与制度Ｑ＆Ａ～
問７ 標準Ａの成績率が１００でないのはなぜ
問８ 標準Ａの成績率から引き下げるのはなぜ
問９ 別途予算措置できないのか



では、「相対化」について、もう少し具体的に、昇給に関
わる資質能力の相対化の事例で説明します。

①の事例は、ＡＢの枠に対し上位者の数が多い場合で
す。

昇給区分ＡＢ枠３５％に対し、上位者が４０％の場合、
５％が枠外となります。点数の上位から順にＡＢ区分に
決定しますので、順位が低い場合、標準Ｃの４号給となり
ます。

【補足資料】人事評価～給与制度Ｑ＆Ａ～
問13 上位評価が連続すると上がらなくなる
問14 給与反映方法を個々人に知らせてほしい



②の事例は、①とは逆に、３５％の枠に対し、上位
者が２８％と少ない場合です。この場合、Ｂの枠に
７％の余りが出ます。

この余りの枠は該当者無しのままです。上位ＡＢ
枠が余っても、標準の評価者が上位になることはあ
りません。

勤勉手当も同様に、相対化を行い、それぞれの成
績区分に割り当てます。



次に、昇格への活用について説明します。

昇格とは、給料表の級が上位の級に上がることですが、ここ
で説明するのは、（注）にある「昇任を伴わない昇格」です。

例えば、主査が３級から４級に、班長が４級から５級に昇格す
る場合などです。教職員は、ほぼ給料表が２級のため、対象と
なるのは主に事務職です。

端的にいうと、今後、昇格には、上位の全体評語を１つ以上
取る必要がある、ということです。

これまでは、人事評価結果「標準以上」で一定の年数を満た
すと昇格していましたが、今後は、在級期間中に、資質能力か
役割達成のいずれかで上位評価が１つ、かつ、そのほかが中
位、つまり標準以上であること、という条件が必要となります。

ただし、この要件には「経過措置」が設けられています。これ
は、当分の間は上位評価が必要という条件は適用しない、とい
うものです。つまり、現在は、まだ標準評価で昇格しますが、経
過措置が終了すると、図のとおり、昇格に上位評価の要件が加
わることになります。


